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○名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例

平成13年３月29日

条例第16号

改正 平成14年条例第64号

平成18年条例第26号

平成25年条例第47号

令和２年条例第44号

令和５年条例第３号

注 令和２年３月から改正経過を注記した。

目次

第１章 総則（第１条―第４条）

第２章 動物の適正飼養等（第５条・第５条の２）

第３章 削除

第４章 特定動物の飼養又は保管の制限（第７条―第10条）

第５章 飼犬等の規制（第11条―第16条）

第５章の２ 人と動物の共生に向けた施策の総合的な推進（第16条の２―第16条の６）

第６章 雑則（第17条―第21条）

第７章 罰則（第22条―第25条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、動物の適正な取扱いその他動物の生命の尊重、健康及び安全の保持等

の動物の愛護に関する事項を定めて動物を愛護する気運を醸成するとともに、動物の管理

に関する事項を定めて動物による人の生命、身体及び財産に対する侵害を防止し、もって

人と動物の共生する社会の実現を図ることを目的とする。

（令２条例44・一部改正）

（定義）

第２条 この条例において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

(1) 飼主 動物の所有者又は占有者をいう。

(2) 飼養施設 動物を飼養し、又は保管するための施設をいう。
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(3) 第１種動物取扱業 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号。以

下「法」という。）第10条第１項に規定する第１種動物取扱業をいう。

(3)の2 第２種動物取扱業 法第24条の２の２に規定する第２種動物取扱業をいう。

(4) 特定動物 法第26条第１項に規定する特定動物をいう。

(5) 地域猫対策 市民が、飼主のない猫に生殖を不能にする手術を行い、周辺地域の住

民の十分な理解の下に、給餌及び給水並びに排せつ物の適正な処理を行う等当該猫の管

理を行うことをいう。

（令２条例44・一部改正）

（市の責務）

第３条 市は、市民の間に動物の愛護及び適正な飼養についての関心及び理解を深めるため

の動物の愛護及び管理に関する施策を策定し、関係する行政機関及び市民と協力してこれ

を実施する責務を有する。

２ 市は、人と動物の共生に向けた施策と保健、福祉、教育その他の関連施策との連携を図

りつつ、動物の愛護及び管理に関する施策を実施する責務を有する。

（令２条例44・一部改正）

（市民の責務）

第４条 市民は、動物の愛護に努めるとともに、市が実施する動物の愛護及び管理に関する

施策に協力する責務を有する。

第２章 動物の適正飼養等

（令２条例44・改称）

（飼主の遵守事項）

第５条 飼主は、その所有し、又は占有する動物について、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。

(1) 適正にえさ及び水を与えること。

(2) 寄生虫の防除、疾病の予防等日常の健康管理に努めるとともに、疾病にかかり、又

は負傷した場合は、適切な措置を講ずること。

(3) 適正な飼養及び保管のために必要なときは、動物の種類、習性、生理及び生態を考

慮した飼養施設を設けること。

(3)の2 飼養及び保管する動物の数は、適正な飼養及び保管を行うための環境の確保、終

生飼養（法第７条第４項に規定する終生飼養をいう。以下同じ。）の確保並びに周辺の

生活環境の保全に支障を生じさせないよう適切な管理をすることが可能な数とするこ
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と。

(4) 汚物及び汚水を適正に処理し、飼養施設の内外を常に清潔に保つこと。

(5) 公共の場所並びに他人の土地及び物件（以下「公共の場所等」という。）を不潔に

し、又は損傷させないこと。

(6) 異常な鳴き声若しくは臭気、飛散する毛若しくは羽毛又は発生する多数のねずみ若

しくははえその他の害虫により人に迷惑をかけないこと。

(7) 動物が逃走した場合は、自ら捜索し、収容すること。

(8) 犬の飼主は、飼犬が公共の場所等でふんを排せつしたときは、直ちに当該ふんを回

収すること。

(9) 犬の飼主は、飼犬が人の生命、身体若しくは財産に害を加え、又は人に迷惑を及ぼ

すことのないよう、適正な方法によりしつけを行うよう努めること。

(10) 猫の飼主は、飼猫を室内において飼養し、及び保管するよう努めること。

２ 動物の所有者は、当該動物の終生飼養に努めるとともに、やむを得ず継続して飼養する

ことができなくなった場合には、適正に飼養することができる者に、当該動物を譲渡する

よう努めなければならない。

（令２条例44・一部改正）

（多数の犬又は猫の飼養又は保管に係る届出）

第５条の２ 犬又は猫の飼主（第１種動物取扱業又は第２種動物取扱業を営む者その他規則

で定める者を除く。以下この条において同じ。）は、同一敷地内にある住居又は飼養施設

（以下「住居等」という。）において飼養又は保管する犬及び猫（いずれも生後90日以

内のものを除く。以下この条において同じ。）の数を合計した数（以下「飼養頭数」とい

う。）が10以上となったとき（同一敷地内にある住居等の数が２以上である場合にあっ

ては、これらの住居等における飼養頭数を合計した数が10以上となったとき）は、その

日から30日以内に、当該住居等の存する敷地ごとに、次に掲げる事項を市長に届け出な

ければならない。

(1) 飼主の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地）

(2) 同一敷地内にある住居等の所在地

(3) 飼養又は保管する犬及び猫の数

(4) その他規則で定める事項

２ 前項の規定による届出をした者は、その届出に係る同項第１号又は第２号に掲げる事項
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に変更があったときは、その日から30日以内に、その旨を市長に届け出なければならな

い。

３ 第１項の規定による届出をした者は、その届出に係る飼養頭数が10未満になったとき

は、その旨を市長に届け出なければならない。

４ 第１項の規定による届出をした者は、市が行う講習会（動物の飼養に必要な知識及び能

力に関する講習会をいう。）を受けなければならない。

（令２条例44・追加）

第３章 削除

（令５条例３）

第６条 削除

（令５条例３）

第４章 特定動物の飼養又は保管の制限

（特定動物の飼主の遵守事項）

第７条 特定動物の飼主は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(1) 特定動物の習性、生理及び生態を理解し、適正に飼養又は保管すること。

(2) 飼養施設を常に点検するとともに、捕獲用器材を備え、常に使えるように整備して

おくこと。

(3) 特定動物が人の生命、身体又は財産に害を加えることのないように必要な措置を講

じておくこと。

（逃走時の措置）

第８条 特定動物の飼主は、特定動物が飼養施設等から逃走したときは、直ちに、その旨を

市長に通報するとともに、当該特定動物を捕獲する等人の生命、身体又は財産に対する侵

害を防止するために必要な措置をとらなければならない。

（事故の届出）

第９条 特定動物の飼主は、特定動物が人の生命又は身体に害を加えたときは、その事実を

知った時から24時間以内に、その旨を市長に届け出なければならない。

（許可の取消し）

第10条 市長は、法第29条に定めるもののほか、法第26条第１項の許可を受けた特定動物

の飼主が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消すことができる。

(1) 第８条の規定に違反して通報せず、若しくは虚偽の通報をし、又は必要な措置をと

らなかった場合において、特定動物が人の生命、身体又は財産に害を加えたとき。
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(2) 第９条の規定に違反して届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

第５章 飼犬等の規制

（犬の飼主の義務）

第11条 犬の飼主（犬の飼養に関し、犬の飼主を補助する者を含む。以下この条及び次条

において同じ。）は、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれのない方法で飼犬を常

につないでおかなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この

限りでない。

(1) 警察犬、狩猟犬又は身体障害者補助犬である飼犬をその目的のために使用するとき。

(2) 人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれのない場所又は方法で、犬の飼主が直

接飼犬を訓練し、運動させ、又は移動させるとき。

(3) 犬の飼主が、自己の所有し、占有し、又は管理する場所において、人の生命、身体

又は財産に害を加えるおそれのないように飼犬をおりに入れ、又はさくその他適当な障

壁を設けて収容したとき。

(4) 前各号のほか、規則で定めるとき。

２ 前項に規定するもののほか、犬の飼主は、飼犬を訓練し、運動させ、又は移動させると

きは、害の発生を制止できるよう常に監視しなければならない。

（措置命令）

第12条 市長は、犬の飼主が第５条第１項第４号から第６号まで又は前条の規定に違反し

た場合においては、その犬の飼主に対し周辺の生活環境の保全等のために必要な措置をと

るべきことを命ずることができる。

（事故発生時の措置）

第13条 犬の飼主は、飼犬が人をかんだときは、速やかに、保健所長に届け出て、その指

示を受けるとともに、その犬に獣医師の検診を受けさせなければならない。

２ 前項の犬の飼主は、事故が起きた日から少なくとも２週間規則で定める措置を講じなけ

ればならない。

（野犬等の抑留）

第14条 市長は、飼主のない犬又は第11条第１項の規定に違反してつながれていない飼犬

（以下「野犬等」という。）があると認めたときは、これを抑留することができる。

２ 市長は、前項の抑留を行うため、あらかじめ指定した職員に、野犬等を捕獲させること

ができる。

３ 前項の規定により野犬等の捕獲を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人
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に提示しなければならない。

４ 市長は、第１項の規定により野犬等を抑留したときは、飼主が明らかであるものについ

てはその飼主にこれを引き取るべき旨を通知し、飼主が明らかでないものについてはその

犬を捕獲した旨を２日間規則で定める方法により公示しなければならない。

５ 市長は、前項の通知又は公示をした場合において、当該飼主が通知を受けた日又は公示

期間満了の日後１日以内に、抑留された犬を引き取らないときは、これを処分することが

できる。ただし、当該飼主が、やむを得ない理由により、この期間内に引き取ることがで

きない旨及び相当の期間内に引き取るべき旨を申し出たときは、その申し出た期間が経過

するまでは、処分することができない。

（野犬等の掃討）

第15条 市長は、野犬等が人の生命、身体又は財産に害を加えることを防止するため緊急

の必要があり、かつ、前条第１項の規定による抑留を行うことについて著しく困難な事情

があると認めるときは、区域及び期間を定めて、薬物を使用してこれを掃討することがで

きる。この場合において、市長は、人の生命、身体又は財産に被害を及ぼさないように、

当該区域内及び付近の住民に対して、この旨を周知させなければならない。

２ 前項の規定による掃討の方法及び住民に対する周知の方法は、規則で定める。

（費用の負担）

第16条 第14条第１項の規定により抑留されている犬を引き取ろうとする者は、抑留中の

飼養管理費及びその返還に要する費用を負担しなければならない。

第５章の２ 人と動物の共生に向けた施策の総合的な推進

（令２条例44・追加）

（普及啓発）

第16条の２ 市は、動物の愛護と適正な飼養についての関心と理解を深めるために、学校、

地域、家庭等における教育活動、広報活動等を通じて普及啓発を行うものとする。

（令２条例44・追加）

（犬又は猫の譲渡）

第16条の３ 市は、法第35条第１項本文（同条第３項前段において準用する場合を含む。）

の規定により引取りを行った犬又は猫について、殺処分がなくなることを目指して、所有

者がいないと推測されるもの、所有者から引取りを求められたもの又は所有者の発見がで

きないものについてはその飼養を希望する者を募集し、当該希望する者に譲り渡すよう努

めるものとする。
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（令２条例44・追加・一部改正）

（地域猫対策の推進）

第16条の４ 市民は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、飼主のない猫を適正に

取り扱わなければならない。

２ 市は、市民に対し、地域猫対策を推進するため、飼主のない猫の生殖を不能にする手術

の実施に対する支援及び適切な給餌等に関する助言を行うものとする。

３ 市長は、地域猫対策を推進するため、適切な給餌等の方法について必要な事項を定める

ものとする。

（令２条例44・追加）

（人と動物の共生に向けた施策を推進するための計画）

第16条の５ 市長は、人と動物の共生に向けた施策を推進するための計画（以下「推進計

画」という。）を策定するものとする。

２ 推進計画の策定に必要な事項は、規則で定めるものとする。

３ 市長は、推進計画を策定するに当たっては、市民の意見を反映することができるよう必

要な措置を講ずるものとする。

４ 市長は、推進計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

５ 前２項の規定は、推進計画の変更について準用する。

（令２条例44・追加）

（名古屋市人とペットの共生推進協議会）

第16条の６ 市長の附属機関として、名古屋市人とペットの共生推進協議会（以下「協議

会」という。）を置く。

２ 協議会は、市長の諮問に応じ、人と動物の共生に向けた施策に関する重要事項について

調査審議し、その結果を市長に答申する。

３ 協議会は、前項に掲げる事項について、必要があると認めるときは、市長に意見を述べ

ることができる。

４ 協議会は、委員20人以内をもって組織する。

５ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、協議会に臨時委員若干人を置くこと

ができる。

６ 委員は、学識経験のある者その他市長が必要と認める者のうちから、市長が委嘱する。

７ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨

げない。
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８ 臨時委員は、学識経験のある者その他市長が必要と認める者のうちから、調査審議事項

を明示して市長が委嘱する。

９ 臨時委員は、当該事項に関する調査審議が終了したときに解嘱されるものとする。

10 協議会には、必要に応じ、委員（その調査審議事項に係る臨時委員を含む。）の一部

をもって部会を置くことができる。

11 協議会は、前項の規定により部会を置いた場合においては、あらかじめ協議会の定め

るところにより、当該部会の議決をもって協議会の議決とすることができる。

12 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。

（令２条例44・追加）

第６章 雑則

（報告の徴収等）

第17条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、飼主、第１種動物取扱業を営む

者（営んでいた者を含む。）若しくは法第25条第１項に規定する事態を生じさせている

者に対し、飼養施設の状況、動物の管理の方法その他必要な事項に関し報告を求め、又は

その職員に、飼養施設を設置する場所その他関係のある場所に立ち入り、飼養施設その他

の物件を検査させ、若しくは関係人に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査等を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に

提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査等の権限は、犯罪捜査のために認められたものとして解釈

してはならない。

（令２条例44・一部改正）

（動物愛護管理監視員）

第18条 市長は、法第24条第１項（法第24条の４において読み替えて準用する場合を含む。）、

法第24条の２第３項、法第25条第５項、法第33条第１項又は前条第１項の規定による立

入検査等、動物の飼養状況の監視その他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるた

め、法第37条の３第１項の規定に基づき動物愛護管理監視員を置く。

２ 動物愛護管理監視員は、市の職員であって獣医師等動物の適正な飼養及び保管に関し専

門的な知識を有するものをもって充てる。

（令２条例44・一部改正）

（処分等の行為の承継人に対する効力）
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第19条 この条例又はこの条例に基づく規則の規定による処分及び手続は、当該処分又は

手続の目的である動物について、飼主の地位を承継した者に対しても、またその効力を有

する。

（経過措置）

第20条 この条例の規定に基づき規則を制定し、又は改廃する場合においては、その規則

で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置

を定めることができる。

（委任）

第21条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

第７章 罰則

第22条 第12条の規定による命令に違反した者は、30万円以下の罰金に処する。

第23条 次の各号のいずれかに該当する者は、20万円以下の罰金に処する。

(1) 第９条又は第13条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

(2) 第11条第１項の規定に違反した者

(3) 第13条第２項の規定に違反して措置を講じなかった者

(4) 第17条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、同項の規定によ

る検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、

若しくは虚偽の答弁をした者

第24条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第25条 第５条の２第１項若しくは第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

た者は、５万円以下の過料に処する。

（令２条例44・追加）

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成13年４月１日から施行する。

（名古屋市飼犬等規制条例の廃止）

２ 名古屋市飼犬等規制条例（昭和34年名古屋市条例第35号。以下「飼犬等規制条例」と

いう。）は、廃止する。

（経過措置）
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３ この条例の施行の際現に法第８条第１項の規定による動物取扱業の届出をしている者

（動物の保護及び管理に関する法律の一部を改正する法律（平成11年法律第221号）附則

第４条第１項の規定による届出をしている者を含む。）は、第８条の登録を受けた者とみ

なす。

４ 前項の規定により第８条の登録を受けた者とみなされた者（以下「みなし登録業者」と

いう。）は、飼養施設を設置する事業所ごとに、この条例の施行の日から１年以内に、規

則で定める書類を添付して、第９条第１項第７号に掲げる事項その他規則で定める事項を

市長に届け出なければならない。

５ みなし登録業者に係る第10条の規定の適用については、同条第１項中「前条第１項の

規定による申請書の提出」とあるのは「附則第４項の規定による届出」とし、同条第２項

中「申請者」とあるのは「届出をした者」とする。

６ みなし登録業者については、前項の規定により読み替えて適用される第10条第２項の

規定により動物取扱業登録証を交付されるまでの間、第11条の規定は、適用しない。

７ 附則第４項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、20万円以下の罰金

に処する。

８ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても、同項の刑を科する。

９ この条例の施行の際現に附則第２項の規定による廃止前の飼犬等規制条例第８条第１

項の規定により抑留されている野犬等は、第38条第１項の規定により抑留されている野

犬等とみなす。

10 この条例の施行前に附則第２項の規定による廃止前の飼犬等規制条例又は猛獣等の飼

養の制限に関する条例（昭和53年愛知県条例第50号）の規定に基づいて市長が行った処

分、手続その他の行為は、この条例中にこれに相当する規定がある場合には、当該規定に

基づいて市長が行ったものとみなす。

11 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（名古屋市保健衛生関係手数料条例の一部改正）

12 名古屋市保健衛生関係手数料条例（平成12年名古屋市条例第47号）の一部を次のよう

に改正する。

〔次のよう〕略

附 則（平成18年条例第26号）
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１ この条例は、平成18年６月１日から施行する。

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附 則（平成25年条例第47号）

この条例は、平成25年９月１日から施行する。

附 則（令和２年条例第44号）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は同年６月１日か

ら、第１条中目次の改正規定（「第５条」の次に「・第５条の２」を加える部分及び「第

24条」を「第25条」に改める部分に限る。）、第２条第３号の次に１号を加える改正規

定、第２章中第５条の次に１条を加える改正規定及び第24条の次に１条を加える改正規

定並びに次項の規定は同年10月１日（以下「一部施行日」という。）から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例第５条の２第

１項の規定は、一部施行日に現に同項に規定する同一敷地内にある住居等における飼養頭

数が10以上（同一敷地内にある住居等の数が２以上である場合にあっては、これらの住

居等における飼養頭数を合計した数が10以上）の犬及び猫を飼養又は保管している飼主

についても適用する。この場合において、同項中「となったとき」とあるのは「であると

き」と、「その日から30日以内」とあるのは「令和２年10月31日まで」とする。

附 則（令和５年条例第３号）

この条例は、令和５年６月１日から施行する。


